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「とりで未来創造プラン2024」の構成

第１章

基本計画の「とりで未来創造プラン2024」は、第六次取
手市総合計画の基本構想に掲げる将来都市像「ぬくもりと
やすらぎに満ち、共に活力を育むまち とりで」を実現させる
ための具体的な取り組みを定めた計画です。

「政策（目指すまちの未来）」、「重点施策（取り組みの
柱）」、「重点事業」の3層構造で構成されており、計画期間
の令和6年度から令和9年度までに、市として重点的に取り
組む事項を定めています。

計画に沿った事業を展開するとともに、毎年度の進捗管理
として重点事業評価を行い、常に時代に即した改善に取り
組みながら、持続可能なまちづくりを進めます。

とりで未来創造プラン2024（基本計画）の構成
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１．政策 （目指すまちの未来）

政策体系の中で一番の根幹となる6つの政策では、計画期間
である令和6年度から令和9年度までの間に、どのような方向
性で市政を進めていくのかといった、大局的なビジョンを「目指
すまちの未来」として示します。それぞれの政策を進めることで、
将来都市像である「ぬくもりとやすらぎに満ち 共に活力を育む
まち とりで」の実現を目指します。

２．重点施策 （取り組みの柱）

政策の実現に向けて、15の重点施策（取り組みの柱）を設定して
います。重点施策では、まずそれぞれの「現状」や「課題」を分析し、
そこから導き出される「重点施策の展開方針」とその方針に沿って
展開する個別の取り組みである「重点事業」を記載しています。そ
れぞれの重点施策には「まちづくり指標」を設定し、計画期間（令
和6年度から令和9年度まで）における施策の進捗度を評価します。

また、この重点施策ごとに関連するSDGs（持続可能な開発目
標）の17のゴールアイコンを設定しています。国際的な行動目標で
あるSDGsですが、地域の課題に一番近い自治体が取り組むこと
で、市民のウェルビーイング※の向上につなげ、ボトムアップによる
持続可能な社会の構築を目指します。

※ ウェルビーイング…身体的・精神的・社会的に良好な状態であること。

将来都市像

ぬくもりとやすらぎに満ち、
共に活力を育むまち とりで

とりで未来創造プラン2024

6つの政策、15の重点施策
73の重点事業

実現に向けた
取り組みを推進

重点施策に
関連付け

基本構想
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政策体系における各取り組み

第2章

●各政策の構成と見方

政策、重点施策

目指すまちの未来
6つの政策において、それぞれの施
策を展開することで、目指すまちの
姿を示しています。
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まちづくり指標
6つの政策の目指すまちの未来を実現するために、各重点
施策において4年後に達成すべき目標値を示しています。

このまちづくり指標の進捗状況は、毎年度総合計画審議会
に報告するとともに、ホームページでも公表します。

現状
各重点施策の現状について
示しています。

課題
各重点施策の課題について
示しています。

関連するSDGs
SDGsの17のゴールのうち、施策内容
に関連するゴールを示しています。

重点施策の展開方針
各重点施策を今後4年間でどの
ように進めていくかの方針を示し
ています。

重点事業（個別の取り組み）
各重点施策に関連する主な取り組み
（事業）について記載しています。
記載している取り組み（事業）以外に
ついても、市民ニーズや市を取り巻く
環境変化を踏まえて取り組んでいき
ます。

関連計画等
各重点施策が、取手市にて策定しているどのような計画と関
連しているかを示しています。

計画の名称は令和6年3月現在のものです。
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政策 １
快適で住みやすい都市の実現

重点施策１ 訪れたくなる・住み続けたくなる都市空間の創出
重点施策２ 快適な生活を支える都市機能の充実

快適なまちを
つくる



取手市が持続的に発展していくためには、訪れたくなる、
住みたくなるような魅力的な市街地の形成を進めるととも
に、生活の基盤となる道路や排水、公園、公共交通網等の
整備が求められます。

リモートワークの普及により働き方や働く場所が多様化し
た現代において、地方移住も含めた住む場所の選択肢が
増えています。こうした背景もあり、近年取手市を選んで転
入される方が増えています。緑豊かな自然環境を保全しつ
つ、都市基盤を整備し、取手市の魅力をさらに高めるまちづ
くりを進めていきます。

あわせて、市民の幸福感や生活の質を高めるために、日
常生活が快適に送れるための都市整備を進めます。

目指すまちの未来



重点施策１
訪れたくなる・住み続けたくなる
都市空間の創出

取手駅西口では、駅前交通広場の整備を行い、車両の通過
交通の改善や歩行空間の確保等、利便性の向上を図りました。
あわせてA街区の土地利用においては、「まちの顔」として魅
力ある市街地形成等を図るため、準備組合が進める取手駅
西口A街区第一種市街地再開発事業の実現化に向けた事業
計画案の作成や地権者の合意形成等に対して必要な助言や
支援を行ってきました。

駅前の利便性向上や活力の創出に加え、桑原地区では大
規模な商業施設を核とした新市街地の創出に向けて地権者
の合意形成支援や関係機関との協議を進めています。

地権者をはじめとして、事業協力者や行政などの様々な主体
が関わることから、事業の円滑な進捗のためには、丁寧な調
整を行い、連携しながら進めていくことが求められます。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

10072.5
取手駅北土地区画整理事業の整備進捗率
（％）

現状

課題
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●取手市都市計画マスタープラン ●取手市立地適正化計画 ●取手駅北土地利用構想

取手駅西口A街区の市街地再開発事業では、土地の高度利用
を進め、駅前の賑わいと魅力の創出につなげていきます。引き続き、
再開発事業の準備組合が進める事業計画案の作成や地権者と
の合意形成に対して、必要に応じて助言・支援等を行い、早期の
事業実現化を目指します。

また、桑原地区については、土地区画整理事業の早期事業化に
向けて、国や県等の関係機関との協議や、準備組合の運営支援、
必要な調査業務に対する助成等を行い、新たな雇用の創出や定
住化の促進等、地域の活性化を図ります。

取手駅西口における都市施設の整備と、桑原地区における新た
な市街地の整備により、まちの魅力と活力を高め、取手市の持続
可能な発展につなげていきます。

重点事業（個別の取り組み）

取手駅西口Ａ街区第一種市街地再開発事業

桑原地区活力創造拠点整備推進事業

取手駅北土地区画整理事業

重点施策の展開方針

関連計画等
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重点施策２
快適な生活を支える都市機能の充実

快適、安全で利便性が高いまちを形成するため、生活道路
の改善や排水機能の強化を進めています。特に児童生徒の
通学路は路側帯のカラー化等の安全対策を進め、安心して
通学できる環境を整備しています。

また、公園については、取手市都市公園施設長寿命化計画
のもと、適切な施設点検、維持補修等を進めています。

公共交通については、市民の日常的な移動手段の確保な
どを目的に、鉄道や民間路線バスを補完するコミュニティバ
スを運行しています。ICカード利用環境を整備するなど、利
便性の向上による利用の促進を図っています。

公共インフラは今後も老朽化が進み、大規模な改修等の整
備費用の増加が見込まれています。また高齢者の増加に伴
い、さらなる移動手段の確保が求められる一方で、燃料費の
高騰や人員不足など、交通事業者の経営環境は今後も厳し
い状況が続くことが懸念されます。既存の公共交通の利用
促進とあわせて、持続可能で効率的な移動手段の検討を進
める必要があります。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

23,26722,162JR取手駅１日平均乗車人数（人）

7.36.21便当たりのコミュニティバス利用者数（人）

96.596.0道路補修処理率（％）

現状

課題
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関連計画等

重点施策の展開方針

重点事業（個別の取り組み）

道路改良・整備事業

道路維持補修事業

雨水排水対策事業

公園維持管理事業

地域公共交通ネットワーク維持・整備事業

すべての人に便利でやさしい、快適なまちづくりを進めるため、道
路や雨水排水設備といった日常生活に直結する公共インフラの
整備を進めます。厳しい財政状況にあっても、必要な改修を進め
ていくため、効果的に起債や国の補助金を活用し、施設整備や既
存施設の維持管理を継続的に実施していきます。

特に公園については、子どもたちや高齢者をはじめとして、すべ
ての市民が安全・安心かつ快適に利用できるように、遊具をはじ
めとする公園施設の点検を行い、計画的な維持管理に取り組みま
す。

また、地域公共交通についても、事業者や関係者との協議のもと、
高齢者をはじめとしたすべての市民への持続可能な移動手段の
提供を目指します。

●取手市まちづくり交通計画 ●取手市移動円滑化基本構想 ●取手地方広域下水道事業基本計画（雨水） ●取手市緑の基本計画
●取手市舗装修繕計画 ●取手市都市公園施設長寿命化計画 ●取手市公共施設等総合管理計画 ●取手市橋梁長寿命化修繕計画
●取手市長寿命化修繕計画（横断歩道橋）
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重点施策3 魅力の創出と移住定住の推進
重点施策4 市内産業活性化による地域の賑わいの創出

魅力の創造と発信

政策 2
人を呼び込む



目指すまちの未来

都心へのアクセスの良さや水の豊かさ、緑の豊かさをあわ
せ持つ「ほどよく絶妙」な都市である取手市には、花火大会
をはじめとしたイベントやアート等、様々な魅力があります。
取手市を訪れた方にこれらの魅力を届けて好きになっても
らうとともに、市民にも取手の魅力を再発見し、より愛着を
持ってもらえるよう、シティプロモーションを積極的に展開し
ていきます。

あわせて、取手市を選び、長く住んでもらえるよう、移住定
住支援を進めます。

活気のあるまちづくりを進めていくためには、産業の活性
化が必要となります。取手をフィールドとして新たなチャレン
ジをする方を応援するとともに、地場産業を守り発展させて
いくことで地域経済の活性化を図ります。



重点施策3
魅力の創出と移住定住の推進

少子高齢化が進む中で、まちの活力を維持・創出するため、住
宅の取得や改修のための補助制度や移住支援制度により、子
育て世帯など若年層を中心に移住定住人口の増加を図ってい
ます。

取手市には、豊かな自然や高い交通利便性等の様々な魅力
がありますが、シティプロモーションによって、これらの魅力を多
くの人に伝え、関係人口の創出につなげています。また、市民が
主役の刊行物等の発行や、市民と協働でのシティプロモーショ
ンサイトを通じて身近で共感の持てる情報発信に努めていると
ころです。

さらに、東京藝術大学があるまち、「アートのまち」として、至る
ところで芸術に触れられる環境も魅力となっています。取手を象
徴する大きな要素であるアートを活かしたイメージアップや感性
を育む機会の提供を進めています。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

2,9001,733
定住化促進住宅補助制度により定住化した人
数（人：累計）

2,200,000912,056市公式YouTubeの総再生数（回：累計）

魅力創出につながる情報発信のため、職員の情報発信力の
向上や適切な発信ツールの選択等が重要となってきます。また、
コロナ禍に高まった地方移住の気運が一過性のものとならない
よう、今後も移住定住策を講じていく必要があります。

現状

課題
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少子高齢化が進む中で、取手市が持続可能なまちづくりを進め
ていくため、良好な住環境の整備を図ります。また、子育て世帯を
含む定住人口の増加を目指すため、引き続き転入の促進と転出
の抑制に向けた支援策を展開していきます。

「このまちに住んでみたい」「ずっと取手市に住み続けたい」と
思ってもらえるような、心に響くシティプロモーションを展開します。
取手市の大きな魅力の一つであるアートについては、プロモーショ
ンとしてのみならず、市民のウェルビーイングの向上にも寄与する
ことから、多様な主体との連携によって日常の中にアートが溶け込
み、心豊かな生活が送れるようなまちづくりを進めていきます。

さらに、子どもをはじめとするあらゆる層に、豊かな感性・発想力・
創造力を育むことができる多様な教育や体験の場を展開します。

重点事業（個別の取り組み）

 定住化促進住宅補助事業

 動画による魅力発信事業

 市民協働による魅力発信事業

 東京藝術大学との連携事業

 アートのあるまちづくり事業

●第五次取手市情報化計画 ●取手市教育振興基本計画

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策4
市内産業活性化による
地域の賑わいの創出

まちに元気と賑わいを生み出すために、創業支援や企業誘
致に取り組み、新たな雇用の創出を図ってきました。「起業家
タウン取手」としてインキュベーションオフィス※のMatch-
hako（マッチ バコ）を展開し、創業スクールやビジネスプラン
コンテストを開催する等、ハード面・ソフト面の両方から起業家
をバックアップしています。

また、商工会や不動産業者と連携して空き店舗活用補助金
を交付したり、地元産の農産物の消費拡大のために給食等に
地元食材を提供する等、様々な産業に対する支援によって、ま
ちの活力創出につなげています。

加えて、買い物弱者の支援として、移動スーパーを事業協力
者と運営し、生活基盤を支えています。

産業振興への支援は世界情勢や景気動向により求められる
役割や規模が変わります。また少子高齢化が進む中、買い物
弱者支援の需要も高まっています。市民ニーズや時代に合わ
せた柔軟な支援体制が必要となります。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

250150起業家カードの発行枚数（枚：累計）

6055移動販売箇所数（箇所）

31新規就農者育成総合対策制度利用者数（人）

※ インキュベーションオフィス…新規事業に取り組む人に対して、様々なサポートを行う施設のこと。

現状

課題
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創業支援事業においては、本制度のキャッチコピーである「起業
家タウン取手」のさらなる推進に向け、国や県の施策の動向を注
視しつつ、地域産業の活性化につなげていきます。

空き店舗の活用により、賑わいのあるまちづくりを進めるとともに、
景観の悪化や地域経済の衰退、市街地のブランド価値の低下を
防いでいきます。

身近な商店の減少や高齢化等による移動手段の制限により、移
動スーパー等の需要が高まることも予想されるため、引き続き地
域住民の要望に耳を傾けながら、誰もがアクセスできる買い物環
境を整えていきます。

また、地元の農業生産者を支援することで地域経済の活性化を
図るとともに、地域で生産されたものを消費することで、輸送に係
るエネルギーを節約し、環境に持続可能な食品流通システムを構
築します。

重点事業（個別の取り組み）

 創業支援事業

 企業誘致事業

 空き店舗活用事業

 買い物弱者支援事業

 地産地消推進事業

 市民農園及び体験型農園事業

●取手市産業振興戦略プラン ●取手市農業振興地域整備計画

関連計画等

重点施策の展開方針

50

第
3
部

各
論

50



重点施策5 子育てしやすいまちづくり
重点施策6 未来を担う人材を育てる学校教育

未来をつくる世代を育むまちづくり

政策 3
子どもが幸せ
に学び育つ



目指すまちの未来

取手市が持続的に発展していくためには、未来を担う世代
を育んでいくことが重要です。そのため、結婚から妊娠、出
産、子育てといった、あらゆるステージにおいて子育て世代
への支援を切れ目なく展開していきます。子育て世代が働
きながらも安心して子どもを預けられるよう、様々なニーズ
に合った、質の高い保育サービスの提供を目指します。さら
に、誰もが安心して幸せに子育てをできるよう、社会全体で
支え合う体制を構築していきます。

また、良質な教育は、子どもの健全な成長と発達には不可
欠です。適切なサポートや学習の機会を提供することで、子
どもの心身の健康を促進し、持てる可能性を最大限に引き
出していきます。



重点施策5
子育てしやすいまちづくり

共働き世帯の増加に伴い、保育需要は増加しており、また
様々なケースに対応できる柔軟な体制が求められています。

取手市では、こうした需要に応えられるよう、保育の質的・量
的需要を満たすための受け皿の整備を進め、民間保育園の
定員拡大整備も進めたことで、令和3年4月時点での待機児
童数ゼロを達成しました。

子育てに孤独を感じることのないように、保護者同士のつな
がりや仲間づくりを支援するとともに、相談体制を充実させ、
子育てに関する不安の解消に努めています。

子どもに関する国の機関の再編や、子ども政策の強化により、
自治体においてもこれに対応した体制や人材の確保、既存の
子育てに係わる部局でのスムーズな連携が求められます。ま
た、子育て環境の充実は若年層が居住環境を決める上でも
重要視するポイントの一つであることから、子育て環境の良さ
を市内外にどのように発信していくかも課題の一つとなります。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

00待機児童数（人）

30,00021,855子育て支援センター利用者数（人）

現状

課題

5353



重点事業（個別の取り組み）

 親子の絆づくりプログラム事業

 妊産婦・子育て女性の健康づくり事業

 出産・子育て応援相談事業
（伴走型相談支援・経済的支援）

 ぬくもり医療支援事業

 家庭児童相談事業

 ファミリーサポートセンター運営事業

 利用者支援事業 保育コンシェルジュ

 子育て支援センター事業

 放課後子どもクラブ運営事業

●取手市第二期子ども・子育て支援事業計画 ●第四次取手市保育所整備計画

少子化が急速に進む中で、安心して子育てができる環境整備を
進めていくことで、子どもを持つことが幸せだと思える社会を構築
していきます。

妊娠期から子育て期にわたるまで、あらゆるステージに合わせて、
母子の身体的健康を守るとともに、手厚い相談体制により、子育
てに関する心のケアも充実させていきます。

また、子どもは取手市の未来を担う存在であることから、保護者
のみならず、地域社会がともに支え合いながら子どもの健やかな
成長につなげることが望まれます。ファミリーサポートセンター事業
をはじめ、様々な方が子育てを応援できる体制を構築していきま
す。

放課後子どもクラブ運営事業では、放課後や学校休業日に児童
が安全で健やかに過ごせる居場所を確保するとともに、様々な体
験活動等を行っていきます。

あわせて、こうした子育て世帯や子どもへの切れ目ない支援が
一体的にできる体制を構築していきます。

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策6
未来を担う人材を育てる学校教育

市内の小中学校は、多くが昭和40年代後半から50年代に
かけて児童生徒が急増したことに伴い、一斉に建築されまし
た。老朽化や機能低下が進む中で、学校施設の大規模改修
工事を平成18年度より順次進めてきました。さらに、令和4年
度からは長寿命化改良工事を順次進めています。

また、国のGIGAスクール構想に基づいて導入されたタブレッ
ト端末を活用し、情報活用能力の育成や学習活動の充実を
図ってきました。

こうしたハード面の整備に加え、全員担任制（中学校）や
チーム指導（小学校）、教育相談部会システムを導入し、児童
生徒に寄り添い、学校生活における小さなサインや変化に気
づける体制を構築しました。

学校施設の大規模改修（長寿命化改良）工事は、以前に改
修を行った施設でも、老朽化が進んできている状況にあり、今
後も計画的に改修を進めていく必要があります。

また、ICT※を活用した教育を推進していくために、機器整備
を継続的に行うための予算措置や教員のITリテラシーの向
上等が課題としてあげられます。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

95.089.0
学校施設大規模改修（長寿命化改良）工事実
施率（％）

85.072.0
児童生徒が互いの考えを共有して話し合いが
できるようにICT機器を活用している割合（％）

※ ICT…Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。
通信技術を活用したコミュニケーションのこと。

現状

課題

5555



重点事業（個別の取り組み）

 学力向上推進事業

 いじめ防止対策推進事業

 児童生徒の安全対策事業

 学校施設大規模改修（長寿命化改良）事業

 特色ある新しい学校教育推進事業（小規模特認校）

●取手市教育振興基本計画 ●取手市第二期子ども・子育て支援事業計画 ●指導課要覧

ICT技術を活用し、児童生徒に基礎的・基本的な知識及び技能
の習得に加え、思考力、判断力、表現力を伸ばす授業を展開して
いきます。

さらに、児童生徒が安心して学校生活が送れるよう、取手市独自
の全員担任制・チーム指導と教育相談部会システムを連動させ
小さな変化にも気づいて寄り添える体制を構築し、いじめの未然
防止や早期発見に努め、適切に対処できる環境づくりを進めます。

また、児童生徒が安全かつ快適な環境下で教育を受けられるよ
う、建物の耐久性や省エネルギー性能等の向上を図るとともに、
多様な学習環境の提供を可能にするための長寿命化改良工事
を進めます。あわせて、通学路の整備やスクールバスの運行等に
より登下校時の安全を確保します。

市内の学校では、特色あるプログラムを展開し、学校教育の選
択肢の幅を広げることで、多様なスキルや価値観を育みます。

中でも、小規模特認校である山王小学校では、小規模ならでは
のきめ細やかな教育環境の下、英語教育、アート等の5つの特色
ある教育を実践していきます。

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策7 ぬくもりある医療・福祉の提供
重点施策8 健康づくりの推進
重点施策9 生きがいやつながりを持てる社会の実現
重点施策10 市民と協働でつくる地域社会

健康でいきいきとした社会の実現

政策 4
健康に暮らす



目指すまちの未来

取手市が目指すのは、一人ひとりが生きがいを持ち、家族
や地域の人々が絆で結ばれた、心身ともに健康で豊かに暮
らせる社会です。幅広い年代層の市民の健康増進のため
に、ぬくもりある医療・福祉を安定的に提供し、楽しく運動で
きる環境づくりや、食育の推進のための事業を実施します。
さらに、健康寿命を伸ばし、いきいきとした生活が送れるよう
に、誰もが地域のプレイヤーとして活躍できる場づくりを
行っていきます。

また、生きがいやつながりを持てる社会の実現のために、
生涯にわたって様々な学びの機会を提供していきます。さら
に、市民、企業、行政が協働、連携し、地域コミュニティの活
性化を図るための各種施策を展開します。



重点施策7
ぬくもりある医療・福祉の提供

令和5年4月現在、本市の高齢者人口（老年人口＝65歳以
上の人口）は36,780人であり、全人口に占める割合は、
34.7％です。令和10年の高齢者人口は35,826人、高齢化
率は35.0％と推計されています。

取手市では、高齢者が交流を通じて元気で活力にあふれた
日常を送れるよう、居場所づくりや移動支援を推進しており、
外出意欲を刺激し、孤立や閉じこもりを防いでいます。

国のSDGs実施指針「健康・長寿の達成」のさらなる推進の
ため、各種高齢者福祉サービスの提供、介護保険事業運営、
地域包括ケアの推進に力を入れています。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

5046地域ケア会議の年間開催回数（回）

16,00014,680
移送サービス・タクシー利用助成券の年間利用
回数（高齢者分）（回）

令和6年には、団塊の世代（昭和22年～昭和24年生まれ）
の方が後期高齢者（75歳以上）となり、人口に占める後期高
齢者の割合が20％を超える見通しです。増加の一途をたどる
後期高齢者の健康維持と自立を促進するとともに、高齢者の
日常生活を支える事業を検討、実施していく必要があります。

現状

課題

5959



●第10期取手市高齢者福祉計画・第９期取手市介護保険事業計画 ●第二期取手市成年後見制度利用促進基本計画

重点事業（個別の取り組み）

 地域包括支援センター運営事業

 高齢者等移動支援事業

 緊急通報システム事業

 成年後見制度利用促進事業

 高齢者クラブ活動支援事業

生涯を通して住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けられるよう、
地域医療との連携を図りつつ、各種支援体制づくりを推進します。

市内に5カ所ある地域包括支援センターで高齢者や家族等の相
談に応じながら、様々な支援事業を行います。

ひとりで公共交通機関を利用することが困難な高齢者等に対し
ては、タクシーや移送サービス等の利用料を一部助成し、活動的
な日常を送れるよう支援します。

在宅のひとり暮らし高齢者等に対しては、緊急通報装置を設置
することにより、在宅生活の不安を軽減します。

また、成年後見制度の利用を促進することで、本人の権利利益
の保護と、家族の負担軽減を図り、地域社会の活性化につなげま
す。

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策8
健康づくりの推進

身体の健康はもちろんのこと、一人ひとりが生きがいを持ち、
家族や地域の人々が絆で結ばれた、心身両面の豊かさにあ
ふれていること。それが取手市の目指す「健康な地域社会」で
す。

生涯を通し健康で安心して暮らせるまちづくりを目指し、県や
医師会等との連携を強化しながら、健康に関する意識の向上
を図るとともに、保健事業と介護予防を効果的・効率的な事
業として一体的に実施していくために、庁内の関連各課との
連携を充実させるよう取り組んでいます。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

52.036.8特定健康診査受診率（％）

40.031.5
生活習慣病ハイリスク者介入後の受療割合
（％）

団塊の世代が後期高齢者層に入りはじめ、フレイル（加齢に
伴う心身の虚弱化）対策、介護予防に着目した幅広い施策展
開が求められています。

また、生活習慣病の重症化を予防するため、特定健康診査
の受診率の向上対策や、重症化リスクの高い方を早期に医療
機関受診へつなげるための取り組みにも、さらに力を入れてい
く必要があります。

現状

課題

6161



●第二期健康とりで21 ●スマートウェルネスとりでの推進

●取手市国民健康保険保健事業総合計画（第３期データヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画）

●第１０期取手市高齢者福祉計画・第９期取手市介護保険事業計画

重点事業（個別の取り組み）

 特定健康診査事業

 生活習慣病重症化予防事業

 健康づくり推進事業

 成人健康教育事業

 自治会・集会所単位での健康づくり支援事業

 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業

 働き盛り世代のがん対策事業

市内公共施設や市内の医療機関において健康診査を実施し、
糖尿病等生活習慣病の予防と早期発見に努めます。また、生活習
慣病リスクの高い方等を対象に保健指導を行い、重症化を予防し
ます。

幅広い世代の健康知識の普及啓発のために、食生活の改善・健
康づくりの普及事業を推進し、成人向けの健康相談や健康教育
を企画していきます。

自治会・集会所等地域で自主的に介護予防活動を行う地域住
民団体にも補助金を交付し、活動を支援します。

高齢者の健康づくりについては、保健事業と介護予防を効果的・
効率的に一体的に実施していく仕組みを構築し、全庁を横断して
取り組みます。働き盛り世代には各種がん検診を実施し、早期発
見、早期治療を推進します。

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策9
生きがいやつながりを持てる
社会の実現

生涯にわたって生きがいを持ち、家族や地域の人々とのつな
がりを感じながら心豊かに暮らすためには、自ら学び、感動す
ることができる生涯学習の機会を充実させることが重要です。

市では、学校教育の充実・子育て世代支援策の展開・生涯
学習の充実とスポーツの振興を着実に進め、市民の多様な学
習ニーズに対応した学習機会の提供ができるよう、特色ある
各種取り組みを展開しています。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

1,5001,274市民大学受講者数（人）

2,8001,674市主催スポーツ大会への参加者数（人）

市民の学習意欲も多様化、高度化しており、様々な分野の専
門的な学習機会を体系的、継続的に提供していく取り組みが
求められています。

また、社会教育施設である公民館、図書館、スポーツ施設等
の老朽化が進んでおり、施設のバリアフリー化も視野に入れ
ながら、計画的な改修等が必要となってきています。

現状

課題

6363



重点事業（個別の取り組み）

 市民大学事業

 公民館活動推進事業

 読書活動推進事業

 スポーツ振興事業

●取手市教育振興基本計画 ●取手市子ども読書活動推進計画（第3次）

市民誰もが生きがいを感じることができるよう、生涯学習の観点
から、各種施策を推進していきます。

様々な分野の専門的な内容を扱う充実した市民大学講座を開
設し、市民の学習意欲の向上を図ります。

生涯学習施設として、各地域の特色を活かした魅力ある事業を
展開し、地域とのつながりや生きがいづくりを支援します。

子どもの年齢に応じた本との出会いの機会の提供、点字図書や
大活字本などのアクセシブルな書籍等の受け入れにより、様々な
市民の読書活動を推進します。

また、スポーツ推進委員やスポーツ協会と連携し、市民が気軽に
参加できるスポーツ大会を開催し、市民の健康増進と市民同士
のつながりを図ります。

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策10
市民と協働でつくる地域社会

安全で快適な住みよい地域社会をつくっていくためには、市
民の自立と自治の意識が不可欠であり、人と人とが信頼し合
い、助け合う連帯意識が必要です。

そして、地域でのコミュニティ活動は、地域住民自らが主体的
に地域の課題に取り組むことが重要です。

市民等によるボランティア活動は学校等での教育普及もあり、
地域への関わり方のひとつとして広く認識されるようになりま
した。引き続き市民と行政との協働により、地域の課題を地域
で解決することを念頭に置き、各種施策に取り組んでいます。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

31
(R6-R9累計)

6地区集会所整備・維持件数（件）

140115市民と行政の協働事業件数（件）

少子高齢化、社会経済状況の変化に伴い、福祉分野をはじめ、
まちづくりや環境、教育、防災、防犯等の幅広い分野で、地域の
つながりの希薄化に由来する様々な課題が生まれています。

また、若い世代を中心とした自治会離れが進む中、地域コミュ
ニティの核となる自治会活動の担い手不足も課題となってきて
います。

現状

課題

6565



重点事業（個別の取り組み）

 市政協力員活動支援事業

 高齢者クラブ活動支援事業【再掲】

 市民活動支援と協働の推進事業

 市民との協働による公園整備事業

●取手市市民協働基本方針 ●取手市緑の基本計画

地域課題の解決や担い手育成のため、市民、企業、行政が協働、
連携し、地域コミュニティの活性化を図るための各種施策を実施
します。

市と地域の橋渡し役である市政協力員に対し、研修会や先進地
視察等を実施し、相互の連携強化を図ります。

各高齢者クラブの活動を充実させるための活動費を助成し、高
齢者の生きがいと地域活動を促進します。

市民活動の拠点としての市民活動支援センターを管理運営し、
活動の支援や助言を行います。高齢化や担い手不足のボランティ
ア団体と地域参加を主導する市民とのマッチングや、公募型の補
助制度を運用し、活動の活性化と新たな担い手をつなぐ機会をつ
くります。

地元自治会や公共施設の里親（市民のボランティア）と連携し、
地域ニーズを反映した公園づくりを進めます。

関連計画等

重点施策の展開方針
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政策 5
大切な日常が守られる環境整備

重点施策11 安全安心な生活が送れるまちづくり
重点施策12 脱炭素と循環型社会

安心して暮らす



目指すまちの未来

市民の日常生活を安全・安心なものとするために、防災と
防犯が行き届いたまちづくりを進めます。

全国的にも多発している水害の被害を防止または軽減で
きるよう、排水施設の充実を図るとともに、いつ起きるか分
からない災害リスクを少しでも減らし、市民が安心して生活
できるよう、消防体制を強化していきます。新たな都市整備
を行うにあたっては、こうした災害リスクに考慮したまちづく
りを進めていきます。

また、これらの災害対策は行政のみならず、市民協働によ
る取り組みが必要不可欠となります。そのため、自助・共助
による地域防災力の強化と地域の防犯活動に努めていき
ます。

さらに、世界的な異常気象の原因と言われる地球温暖化
が進む中で、引き続き市としての役割を果たすべく、温室効
果ガスの排出抑制策を推進し、カーボンニュートラル社会に
向けた取り組みを展開します。



重点施策11
安全安心な生活が送れるまちづくり

自然災害のリスクについて、総合防災マップの作成等、市民
への周知活動に力を入れ、防災ラジオ貸与台数も着実に増え
ています。

また、取手・藤代の2カ所の防犯ステーションを拠点とした児
童生徒の見守り活動やパトロールを実施し、近隣小学校とも
連携し防犯に努めています。

限られた財源の中で、効果的な雨水排水整備や施設の維持
管理を行い災害に対応しています。

また、災害が発生した際に、迅速に対応できるよう、消防力の
強化にも努めています。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

1315自主防災会未結成地区の解消（未結成地区数）

93.088.0消防団員の充足率（%）

自主防災会や防犯活動推進員等、市民の担い手の高齢化
により、次世代の人材育成と確保が必要となっていますが、困
難な状況です。

ハード面では、財政状況を考慮しながら明確な優先順位を
付け、整備していく必要があります。特に浸水・冠水被害につ
いては、被害の解消または軽減につながる整備や体制の強化
が急務です。

現状

課題

6969



重点事業（個別の取り組み）

 消防団運営事業

 地域防災力の強化事業

 防犯ステーション運営事業

 雨水排水対策事業【再掲】

 消防隊員・救急隊員の育成事業

●取手市地域防災計画 ●取手市国民保護計画

●取手市国土強靱化地域計画 ●取手地方広域下水道事業基本計画（雨水）

●消防車両更新計画 ●消防職員研修等計画 ●消防団活動環境整備計画 ●消防団車両更新計画

消防団及び自主防災会の人材確保を進めつつ、地域の実情に
合わせた災害時避難計画等の策定と周知を支援します。

市の防災情報や災害情報を迅速かつ的確に市民に伝える手法
についても研究し、改善を図ります。

防犯ステーションの環境整備と、パトロール等の充実を図り、安
心して暮らせる地域社会の実現を目指します。

内水被害※を含め、大雨時の雨水排水の整備を推進し、被害の
解消または軽減を図ります。

また、消防隊員の知識・技術の向上を図り、各種災害等に的確
に対応するための体制を強化します。

※ 内水被害…下水道等の排水施設の能力を超えた雨が降った時や、雨水の排水
先の河川の水位が高くなった時などに、雨水が排水できなくなり浸水する現象。

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策12
脱炭素と循環型社会

地球温暖化により、世界的に異常気象が見られるようになっ
ています。取手市においても、年平均気温が過去40年で約
0.6℃上昇し、2100年には、最大で約1℃から5℃高くなると
予測されています。

そのような中、令和2年に、市民、事業者等、市全体が気候変
動に対する危機意識を持ち、地球温暖化対策に取り組むため
の「取手市気候非常事態宣言」を表明しました。

環境基本計画や地球温暖化防止実行計画等に基づき、環
境保全、地球温暖化対策、４R行動※の推進への取り組みを進
めています。

目標値
（R9年度）

現状値
（R3年度）

まちづくり指標

8348761人1日当たりのごみ排出量（g/人・日）

31.220.4ごみのリサイクル率（％）

3,213.43,925.8市役所の温室効果ガス排出量（ｔ-CO2）

環境問題への取り組みには、市だけではなく、市民、企業とす
べての主体が一体となった取り組みが求められています。その
ような中で、地球温暖化対策や４R行動の推進、環境教育等
に取り組んでいくために、どのようなことに、どうやって取り組
むべきかを見極める必要があります。

※ ４R行動…リフューズ（過剰な包装等のごみになる物は進んで断ること）、リデュース
（ごみの発生・排出を抑制すること）、リユース（不要となった物の再利用に努めること）、
リサイクル（ごみとして排出されたものを再び資源として使うこと）の4行動。

現状

課題

7171



重点事業（個別の取り組み）

 ４R行動推進事業

 脱炭素社会推進事業

 効率的なエネルギー利用促進事業

 環境教育事業

●第二次取手市環境基本計画 ●取手市一般廃棄物処理基本計画 ●取手市災害廃棄物処理計画

●第二次取手市地球温暖化防止実行計画（事務事業編） ●取手市地球温暖化防止実行計画(区域施策編)

温室効果ガスの排出を減らすため、ごみの分別の徹底や４R行
動に関する市民への啓発に取り組み、ごみ焼却量の削減を図りま
す。

再生可能エネルギー導入の推進と、省エネルギーにつながる技
術や手法の活用について、官民連携による取り組みを進めます。

また、未来を担う子どもたちに、地球温暖化や環境問題、自然環
境の重要性等についての知識を伝え、理解と関心を深め、意識の
向上を図ります。

関連計画等

重点施策の展開方針
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政策 6
将来にわたり発展する地域社会の構築

重点施策13 デジタル化の推進
重点施策14 持続可能な自治体経営
重点施策15 多様性を認め合う平和な社会

次の世代へ！



目指すまちの未来

将来にわたり活力を持ち、市民がいきいきと暮らせるまち
であり続けるために、持続可能な行政運営と、市民が互い
の多様性を認め合い、尊重し合う地域社会づくりを目指し
ます。

また、DX※の推進により、市民の利便性を向上させるとと
もに、庁内事務の効率化を図り、人的資源を行政サービス
の向上につなげていきます。

こうしたデジタル化を含め、事務の効率化や歳出削減等、
行政改革に努めながら、きめ細かな行政サービスの提供と、
市民協働によるまちづくりに取り組む、持続可能な行政運
営に取り組みます。

※ DX…デジタルトランスフォーメーションの略。デジタル技術の活用を通じて
人々の生活をより良いものへと変革すること。



重点施策13
デジタル化の推進

高速で大容量な通信基盤の全国的な普及を背景に、民間
企業ではオンラインでの銀行取引や商取引、契約手続等のあ
らゆる分野でデジタル化が進展しています。

また、近年では個人におけるスマートフォンの所有率が急速
に増加しており、市民が容易にインターネット空間にアクセス
できる環境が整いつつあります。

こうした現状を踏まえ、本市においてもこれまでに一部の行
政手続でのオンライン申請等の実施を始め、住民票等のコン
ビニ交付サービスの他、デジタルを活用した便利な市民サー
ビスを提供してきましたが、今後も一層のサービス充実が期待
されています。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

40.0－
市役所窓口におけるキャッシュレス決済利用率
（％）

4012RPA・AI-OCR※を活用した業務数（件）

100
出前講座やイベント出展ブースでのデジタルに
関する相談会の開催数（回）

AIやRPA等、進展するデジタル技術の動向を適切に把握し、
財源の確保に努めつつ、市民のサービス向上や業務効率化
につながるデジタル技術の導入・推進を図る必要があります。

デジタル化が広まる一方で、スマートフォンの操作方法が分
からない、といったデジタルに不慣れな市民や、インターネット
の利用に不安を抱えている市民に対して行政が支援し、これ
らの解消に努めることが求められます。

※ AI-OCR…文字の読み取り技術であるOCR（Optical Character Reader）技術にAI技術
を組み合わせたもの。コンピュータ自らが学習することで、文字の認識率を高めている。

現状

課題

7575



重点事業（個別の取り組み）

 行政手続オンライン化推進事業

 スマートなデジタル窓口整備事業

 AI・RPA活用推進事業

 市民へのデジタル支援事業

●第五次取手市情報化計画

マイナポータルや子育て・介護等のワンストップサービス、いばら
き電子申請・届出サービス等を活用し、原則としてすべての申請
等の行政手続がオンラインにより実施できる簡単で便利な「オン
ライン市役所」の実現を目指します。

また、市民が来庁し申請書等を提出する窓口業務について、デ
ジタルを効果的に活用し、手続きが簡単、正確に、かつ速やかに
完了できる仕組みを導入するとともに、手数料納付のキャッシュレ
ス化を進め、市民サービスの向上と業務効率化を図ります。

AIやRPA等、最新の技術を適切に取り入れることにより、事務作
業の効率化や作業時間の短縮を図り、人員配置の見直し等、行
政事務の最適化に取り組むとともに、紙資料の削減により、環境
負荷の低減を目指します。

官民問わず社会全体がデジタル化に向かう中で、すべての市民
が安心してオンライン上でのサービスを活用できるように、利用の
ための情報提供やデジタルデバイスの活用支援等、様々なアプ
ローチに取り組みます。

関連計画等

重点施策の展開方針
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重点施策14
持続可能な自治体経営

学校施設をはじめとした公共施設の老朽化に対応し、統廃
合や修繕、改修、長寿命化に取り組んでいます。

また、道路・橋梁や下水道等、生活インフラの長寿命化にも
取り組み、将来にわたる生活環境と行政サービスが維持され
るよう努めています。

歳入の確保については、公有財産の処分やふるさと取手応
援寄附金の活用とともに、収納率の向上や納付方法の多様
化を進めてきました。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

09.2
将来負担比率（％）
（一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模に対する割合）

4,0001,083ふるさと納税寄附額（百万円）

市民サービスを向上させつつ、行政事務の効率化を図ると
同時に、人材の確保を継続的に進める必要があります。

少子高齢化が進む中で、税収を確保するためには、定住化
促進や産業振興、企業支援等、総合的な取り組みが必要です。

現状

課題

7777



重点事業（個別の取り組み）

 行政改革推進事業

 公共施設マネジメント推進事業

 未利用地の財産処分事業

 ふるさと取手応援寄附金の募集・活用事業

 AI・RPA活用推進事業【再掲】

●取手市公共施設等総合管理計画 ●取手市公共施設等総合管理計画第1次行動計画

●とりで行政経営改革プラン2020

健全な財政運営に取り組み、歳入の確保を図りつつ、業務の最
適化と効率化を推進します。

長期的な視点の下、老朽化した施設の長寿命化と再整備につ
いての検討を行い、公共施設の適正な整備に努めます。

歳入の確保については、将来にわたって利活用が見込まれなく
なった公有財産の処分について、積極的かつ慎重に検討を行うと
ともに、ふるさと取手応援寄附金の制度を活用し、取手の知名度
と魅力向上を図りながら歳入増となるよう取り組みます。

関連計画等

重点施策の展開方針

78

第
3
部

各
論

78



重点施策15
多様性を認め合う平和な社会

人権尊重の理念に対する正しい理解と認識を深めるため、
学校教育及び社会教育等を通して人権尊重の意識向上を
図っています。

男女共同参画推進事業では、市民との協働による各種施策
や、若年層向けDV予防啓発活動等も含め、福祉部門をはじ
め、庁内各課と連携した取り組みを進めています。

また、令和7年度に戦後80年の節目を迎えることを見据え、
平和の尊さに対する啓発に力を入れています。

目標値
（R9年度）

現状値
（R4年度）

まちづくり指標

35.032.9
市の各種審議会等における女性委員の割合
（%）

100100
教育活動全体を通して、人権意識を育む人権教
育を推進したと答えた学校の割合（％）

社会に根深く存在する人権問題に加え、社会情勢や価値観
の変化、多様化に伴い変遷する人権課題は、その時々の状況
を踏まえた柔軟な対応が求められます。

また、いじめ防止対策をはじめとした学校における人権教育
も、多様性に配慮したより一層の取り組みの推進が求められ
ています。

平和推進事業では、SDGsのゴールにもある「平和なまちを
すべての人が享受できる社会」の大切さを問いかける取り組
みを地道に継続することが重要となってきます。

現状

課題

7979



重点事業（個別の取り組み）

 人権啓発事業

 地域改善対策事業

 人権教育推進事業

 男女共同参画推進事業

 平和推進事業

●第四次取手市男女共同参画計画 ●取手市教育振興基本計画

人権擁護委員と連携し、人権教室や街頭活動及び定期的な人
権相談の実施により、人権侵害等の相談に対応するとともに、人
権意識の向上を図ります。

人権・同和問題講習会や研修会への参加を通じ、人権尊重の意
識の確実な浸透を図るとともに、市民への人権啓発を推進します。

男女共同参画推進条例に規定されている基本理念を具体化し、
社会経済状況の変化から生じた新たな課題に的確に対応するた
めの事業を行います。

市や県のスクールロイヤー※によるいじめ予防授業の実施や、性
的少数者に関する理解促進等、さらなる教育の充実に取り組みま
す。

非核兵器平和宣言都市として、平和展等の各種平和推進事業
を通して、平和の尊さを啓発していきます。

※ スクールロイヤー…学校内の様々な問題の相談に応じる弁護士のこと。

関連計画等

重点施策の展開方針
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